（３）衆議院の解散･総選挙は国民投票の代用となり得るのか？
郵政解散において小泉首相は「郵政民営化に賛成なのか反対なのか、国民に聞いてみたい」として解散事由を明示し、郵政法案に賛成の有権者は与党候補者に、反対の有権者はそれ以外に投票すれば郵政法案に賛成か反対かの国民の意思が確認できるとして、今回の解散・総選挙を国民投票
として位置づけました。
１．議会制における国民投票の役割

◎世論喚起機能
①権力正当化機能　⇒国家権力に関する問題を最終的に決着させる

例）憲法改正や国際機関への主権移譲に関わる国民投票など
②権力対抗機能　⇒市民が悪法を退けるという意味で権力に対抗する
　　　　　　　　　　
③裁定機能　　　⇒権力間紛争が生じたとき国民がそれを裁定する
④信任投票の機能　⇒国民が国家元首が争点にした案件を承認することで、国家元首に対する信任をしたとみなす

政治案件はそれを体言する人物と切り離せない。よって案件を国民投票にかけることはつまり人物に対し白紙委任的信任を与えてしまう欠点をもつ信任投票（プレビシット
）となる危険を孕む。
～いかにプレビシット的側面を抑制するか、が国民投票実施に当たっての課題～
２．国民投票と解散･総選挙

	国民投票
	解散･総選挙

	二者択一
	様々な争点

	投票効果は対象案件以外に及ばない
	１つの争点に対して判断したつもりでも、選挙争点以外のことにも投票効果は及ぶ

	→案件提案者の信任投票
	→内閣（総理大臣）の信任投票

	合理化された多数決⇒説明責任の省略
	議会でさらなる審議の必要⇒説明責任


Ｑ．いかなる場合に解散･総選挙を国民投票の代用とみなし得るか？

解散･総選挙は、有権者の意思と議員の意思の一致（があったのか無かったのか）を確かめる制度と言える
。

このことと国民投票の役割③を考えて
＜要件＞
政治の二極化（二大政党制or議席の過半数を制する可能性をもつ政治勢力が二組存在
）

かつ　

相互に異なる政策　

Ｑ．では今回の郵政解散を国民投票の代用とみなすことは可能か？みなして良いか？
　
　たとえ解散が国民投票の代用となり得るとしても、それに付するに値する争点というものは限られるはずである。「郵政民営化」は国民投票に付してまで、民意を問う必要のある政策課題であったのだろうか
。そのような課題について、内閣の一方的な判断で国民投票を持ちかけるのは、果たして適切と言えるだろうか？
　郵政民営化に対する国民投票だったとしても、それは議席配分を通じたものでしかない。（⇒資料③D）小選挙区制のマジックによる過大な議席数をそのまま国民投票による政策支持と受け止めるのは危険ではないか？
　また国民投票の主要問題でもある白紙委任の問題がある。郵政民営化以外の争点が問題になったとき、その争点については国民の委任は無いはずだ、と言える。

　国民投票をプレビシット的側面も含めたものと捉えれば、全体的に見て今回の郵政解散が国民投票の代用であったとみなすこともできる。しかし、あくまで代用である。
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� レファレンダムreferendum。国民が重要な案件を直接決定する方法。直接民主制の一手段。


� プレビシットple´biscite。民意を悪用することによって結論誘導的な喧伝をし、権力を利用して政策の追認を求める国民投票･信任投票。Ex)白紙委任


� 立法期の途中で、（例えば）権力間紛争が生じ解散⇒ すでに有権者から委任を受けた議員は存在⇒ その議員の権限更新か議員の変更かを有権者が選択⇒ つまりこの解散･総選挙は立法期の始まりから有権者と議員の間に一致があったのかを確認する手段　（立法期：普通は下院･衆議院を考え、その総選挙から総選挙までの期間のことを言う）





� 日本の場合は必ずしも二極化とは言いづらい状況であるが、与党対野党として野党が存在するとき二極化は可能である。今回の郵政解散の場合では、与党＝郵政法案に賛成、野党＝郵政法案に反対、という枠組みで（刺客を送り込むことで）一見うまく分かれたように見える。


　しかし、二極化の意味はただ二つに分かれているだけでなくて、政権交代の可能性が大きい（野党が強い）、ということが重要である。





� NHKが8月19日から3日間かけて行った世論調査によれば、投票の際に最も重視する政策課題として「年金や医療などの社会保障政策」を挙げたのが44%、郵政民営化問題を挙げたのは17%
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